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＜本報告書の利用についての注意・免責事項＞ 

・本報告書の内容は、JICAが受託企業に作成を委託し、作成時点で入手した情報に基づくものであり、

その後の社会情勢の変化、法律改正等によって本報告書の内容が変わる場合があります。また、掲載

した情報・コメントは受託企業の判断によるものが含まれ、一般的な情報・解釈がこのとおりである

ことを保証するものではありません。本報告書を通じて提供される情報に基づいて何らかの行為を

される場合には、必ずご自身の責任で行ってください。 

・利用者が本報告書を利用したことから生じる損害に関し、JICA 及び受託企業は、いかなる責任も負

いかねます。 

<Notes and Disclaimers>  

・This report is produced by the trust corporation based on the contract with JICA. The 

contents of this report are based on the information at the time of preparing the report 

which may differ from current information due to the changes in the situation, changes 

in laws, etc. In addition, the information and comments posted include subjective 

judgment of the trust corporation. Please be noted that any actions taken by the users 

based on the contents of this report shall be done at user’s own risk. 

・Neither JICA nor the trust corporation shall be responsible for any loss or damages 

incurred by use of such information provided in this report. 
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Industri 
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要約 

Ⅰ．事業要約 

１． 案件名 

（和文）インドネシア国デジタルエンジニアリング製造人材育成を

推進する普及・実証・ビジネス化事業(中小企業支援型) 

（英文）SDGs Business Verification Survey with the Private 

Sector for HRD in Manufacturing with Digital Engineering for 

Making Indonesia 4.0 

２． 対象国・地域 インドネシア国ジャカルタ市 

３．本事業の要約 

 

製造業の製造領域におけるエンジニアリング人材の育成に関する

普及・実証・ビジネス化事業。本事業後に、提案製品である製造業

生産部門向け生産システム・シミュレータ（レクサー・リサーチ社）

と、簡易自動化システム（扶桑工機社）のビジネス展開を図り、イ

ンドネシア国の産業生産性向上への貢献を目指す。 

４．提案製品・技術

の概要 

レクサー・リサーチは国内唯一の生産システム・シミュレータを開

発するメーカーで、組立系からプロセス系までの製造業や食品等の

産業に対して生産性を向上させるエンジニアリング技術を提供し

ている。最近ではインダストリー4.0においてコア技術として注目

されている「生産システム設計」や「最適化システム」として活用

されている。この技術はモノづくりをイノベーションして市場競争

力を高める効果を発揮するため、国内のみならず、海外事業も支援

するべく活動を進めている。 

 また、扶桑工機は日系自動車メーカーの設備製作で長年培った自

動化技術を持ち、製造工場の自動化に経験が豊富。手作業工程から

半自動工程、ロボット等を使った全自動工程といった様々な顧客ニ

ーズに対応した設備の提供が可能であり、顧客の自動化ニーズをス

テップに分けて提案し提供することが可能である。 

５．対象国で目指す

ビジネスモデル概

要 

レクサー・リサーチはデジタル化支援として、生産システム・シ

ミュレータをライセンス販売しエンジニアリング教育を提供。扶

桑工機は自動化機器を販売。 

６．ビジネスモデル

展開に向けた課題

と対応方針 

人材教育活動を通じてビジネス展開における要件やポイントを見

出す活動を進めている。現状はカウンターパートとの連携の中でビ

ジネス対象との接点を見出そうとしているが、これを超えてビジネ

スベースに広く展開してくためのチャンネル拡大がポイントであ

る。現在、想定している代理店候補に留まらず、対象領域を広げた
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市場参入のチャンネルを造り上げる活動を推進する予定。 

７．ビジネス展開に

よる対象国・地域へ

の貢献 

・貢献を目指す SDGsのターゲット： 

④教育 

⑧経済成長・雇用 

⑨インフラ・産業 

本調査の対象はインドネシア政府が推進する政策「 Making 

Indonesia 4.0」の実施対象、および支援体制である。ここでの支

援産業は「食品」、「医療」、「自動車」、「化学」、「電機」の

５つが政策的に位置づけられており、レクサー・リサーチの提案製

品「GD.findi」は組立系からプロセス系までの生産現場に適応でき

る。 

「対インドネシア共和国 事業展開計画」(2019 年 4 月)の【重点

分野１】「国際競争力の向上に向けた支援」では開発課題 1-2「ビ

ジネス環境改善・人材育成」が設置され、関連する協力プログラム

として技術協力事業「インドネシアエンジニアリング教育認定機構

(IABEE)設立プロジェクト」や技術協力事業「アセアン工学系高等

教育ネットワークプロジェクトフェーズ 4」等が実施されている。

他方で、事前調査において工業省や大学、製造業等の調査を行った

が、インダストリー4.0を目標として掲げるデジタル化に向かって

は力不足である。また、リーン・オートメーションの導入の機運や

必要性の意識を確認できたが実施段階に至っておらず、これから産

業人材のエンジニアリング基礎教育を本格化する必要があること

を確認している。 

８.本事業の概要  

① 目的 

Making Indonesia4.0におけるインドネシア国製造業の生産性向上

に資するために、「リーン生産」の実現を目指した製品（GD.findi

および LCA（Low Cost Automation） 機器）の優位性及び有用性を

実証し、当該国での普及方法と課題が整理検討される。 

 

② 成果（実績） 

成果 1：学生向けリーン生産講座（Teaching Factory）の実施によ

り、必要とされる人材の育成にとって有用なものであることが実証

される。 

実績：Teaching Factory活動は予定通り、全ての活動を完了して、

当初、想定した成果を得ることができた。 
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■機材設置状況 

・STMI向けの LCA設備の設置が完了。 

・STMI、PIDI4.0向けのシミュレーション・サーバの設置が完了 

 

成果 2：在職者向けリーン生産講座（Learning Factory）の実施に

より、必要とされる人材の育成にとって有用なものであることが実

証される。 

■事業実施国政府機関との協議状況 

・本教育プログラムをインドネシア工業省が進める資格認定制度

に組み込む方向で検討を進めている状況。 

 

成果 3：Learning Factory修了企業のフォローアップ体制が検討さ

れる。 

今期は実績なし。 

成果 4：Learning Factoryの実施を通じたビジネス展開計画が策定

される。 

今回は実績なし。 

③ 活動内容 

【成果１にかかる活動】 

１－１：Teaching Factory用カリキュラムの開発 

１－２：Teaching Factory用機材の設置、整備 

１－３：Teaching Factory用指導者の教育 

１－４：Teaching Factoryでのリーン生産講座の実施 

 

【成果２にかかる活動】 

２－１：Learning Factory用教育カリキュラムの開発 

２－２：Learning Factory用機材の設置、整備 

２－３：Learning Factory用指導者の教育 

２－４：Learning Factoryでのリーン生産講座の実施 

 

【成果３にかかる活動】 

３－１：Learning Factory用フォローアップカリキュラムの開発 

３－２：Learning Factory用フォローアップ指導者の教育 

３－３：Learning Factory修了者のフォローアップ教育の実施 

 

【成果４にかかる活動】 

４－１：Learning Factory 修了企業の課題解決支援のための教育
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カリキュラムの開発 

４－２：Learning Factory 修了企業の課題解決支援のための指導

者の育成 

４－３：Learning Factory 修了企業の課題解決のための支援活動

の実施 

④ 相手国政府機関 インドネシア国工業省（産業人材育成庁） 

⑤ 本事業実施体制 

提案企業：株式会社レクサー・リサーチ（代表法人）、扶桑工機株

式会社（構成法人） 

外部人材（個人）：小島史夫、福田好郎、田中邦明、渡邉一衛、大

久保寛基、桐栄誠一、村山英明 

⑥ 履行期間 2021年 6月～ 2022年 12月（ 1年 7ヶ月） 

⑦ 契約金額 149,210千円（税込） 

 

Ⅱ．提案法人の概要   

１. 提案法人名 
株式会社レクサー・リサーチ（代表法人） 

扶桑工機株式会社（構成法人） 

２. 代表法人の業種 [⑤その他]（ソフトウェア） 

３. 代表法人の代表

者名 
代表取締役社長 中村昌弘 

４. 代表法人の本店

所在地 
鳥取県鳥取市千代水二丁目９８番地 

５. 代表法人の設立

年月日（西暦） 
1993年 3月 8日 

６. 代表法人の資本

金 
7,680万円（資本準備金を含む） 

７. 代表法人の従業

員数 
22名 

８. 代表法人の直近

の年商（売上高） 
28,000万円（2021年 1月～2021年 12月期） 
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第１ 当該国でのビジネス化（事業展開）計画                                                                                                                                                                         

１．提案製品・技術の概要 

 

名称 生産システム・シミュレータ 「GD.findi」 

仕様 レクサー・リサーチの自社製品である生産システム・シミュレー

タ 「GD.findi」 は、ノン・プログラミングで利用可能でありエ

ンジニアによる現場のカイゼン活動等で活用できる仕様。製品価

格は月額のサブスクリプション販売で 1 ユーザーにつき 8 万円

／月として提供している。国内外の販売実績としては、自動車製

造、電機製造、食品製造、化学製造等の組立系やバッチプロセス

系の製造業が主体である。 

特徴 「GD.findi」は全く新しいクラウド時代に適合した設計で、従来

の生産シミュレータと異なり、ノン・プログラミングでシミュレ

ーションモデルを作成できるため、 従来比で 1/10 程度の期間

で目的を達成できる。 

クラウドで提供可能であるために導入しやすく、月額使用料を抑

えている。 

基本技術は国際特許も取得しているとともに月額契約で導入し

やすいこともあり、東南アジアでは利用しやすいことを確認済み

である。 

さらにはクラウド上で AI と超並列シミュレーションを統合し

た高度知識処理を提供しており、インドネシア政府が期待する最

先端のサイバー・フィジカル生産へも対応が可能。 

競合他社製品と比べ

た比較優位性 

当方の強みは生産工程を革新する「リーン生産」の実現にあり、

エンジニアリング力向上を実現する。 
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国内外の販売実績  

国内 2021 年には 300 ライセンスを販売し、売上高は 1 億円。主要販

売先：パナソニック、ソニー等の電気メーカー、日東電工、NSK

等の自動車部品メーカー、中小部品製造メーカー。 

海外 ドイツ：フラウンホーファ研究所、VFK等。 

タイ：組み立て系部品メーカー、鉄鋼材加工メーカー。 

 

 

名称 LCA機器 

仕様 扶桑工機の自社製品である LCA 機器は生産ラインの Lean 

Automation 化を進めるために、高額な多軸ロボットを使わず、駆

動機構とメカニック構造で自動化処理を行うことができる仕様で

ある。製品価格は 2,000 万円の価格帯であるが、対象とする生産

品に対応して個別仕様として製造を行っている。 

特徴 LCA 機器は Lean Automation を容易に実現するための手段として

位置づけられており、インドネシアにおける Lean Automation の

推進においては最優先で導入すべき位置づけの機器。 Lean 

Automation の考え方を学ぶとともに、自社展開する際には有用な

方式として活用できる。 

競合他社製品と比べ

た比較優位性 

当方の強みは生産工程を革新する「リーン生産」の実現にあり、エ

ンジニアリング力向上を実現する。 

国内外の販売実績  

国内 売上高約 1億円（2018年） 

主要販売先：デンソー等の自動車部品業界 

海外 アメリカや中国を中心とした国内主要販売先の海外製造拠点 
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２．海外進出の動機 

（１）提案法人の海外展開を図るに至った背景 

今日、日本の持つ先進的なリーン生産を世界へ貢献すべく打ち出し、日本の国際的な地位

を位置づける新機軸を打ち出す時である。当社ビジネスとしては東南アジア、欧州等へ展開

する事業戦略を進めるが、本活動はその一環として位置づけている。 

 

（２）対象国を選んだ理由 

インドネシア政府は産業のデジタル化や自動化を推進する「Making Indonesia 4.0」を掲

げ、新しい方式を産業界に適用しようとしている。デジタル化教育や自動化教育の整備は同

国の課題となっており、インドネシア政府がエンジニアの人材育成を進めようとしている

中、レクサー・リサーチおよび扶桑工機の提案製品はエンジニア力の向上において効果的な

活用が見込まれることから、同国への進出を判断した。 

 

３．ビジネス化（事業展開）計画 

（１）ビジネスモデル概要 

リーン生産用のデジタルエンジニアリング・ツールである GD.findi（レクサー・リサー

チ）と、IoT機器対応 LCA機器（扶桑工機）を市場展開する。これらの製品はリーン生産を

実現するために有効な技術であるが、リーン生産を実現するためにはエンジニアによるス

キル習得が必要であり、ポリテクセンターの学生や企業に所属しているエンジニアに対す

る教育が有効となる。このため、インドネシア工業省産業人材育成庁をカウンターパートと

する体制で人材育成を実施し、それを通じて製造業における市場開拓を進める。ここでは、

販売代理店を登用してライセンス販売を推進するとともに提案製品導入を支援するための

エンジニアリング・サポート体制を構築し、市場への定着を図る。 

ここでは販売代理店としての現地企業に事業部を設置する方法を取り、現地事業を推進す

る体制の構築を行う。 
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図１ ビジネスモデル概要 

 

上記分野以外に、農業、鉱業との市場展開も図る。 

 

 

レクサー・リサーチの役割： 

デジタルエンジニアリング・ツールをインドネシアへ拡販するための体制作り、また、運用

の主体的な役割を担い、ビジネス運用に必要な様々なスキル、サポート方式を現地代理店へ

提供する。 

 

扶桑工機の役割： 

デジタルエンジニアリング・ツールの普及に対応して、各導入案件に対応して求められる L

CA機器の活用提案と製造、販売を行う役割を担う。 

 

（２）ターゲットとする市場 

① 市場概要 

国内産業を支える製造業の生産性向上は、インドネシアにおける喫緊の課題であり、

製造業のエンジニアリングツールや自動化機器はこれから勃興する新市場である。イ

ンドネシアの製造業の産業規模は 2兆 4千億円（国連工業開発機関（UNIDO）の 2016年

版年次報告書）で世界トップ 10入りしているが、本事業で狙う市場はインドネシア製

造業の自動車、電機を中心とした組み立て系が９０％以上を占めており、ここを市場タ

ーゲットとして事業化を進める。 

 

② ターゲットとする市場の分析 
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ア）政治的環境要因 

   インドネシアでは現在 MI4.0を国策として推進している。これはもともとドイツのウ

ェブ 4.0 をベースに欧米コンサルタント等がアドバイスを行いつつ作成されたもので

ある。その政策決定の経緯からドイツのメーカーやコンサルタントがインドネシア国

政府に深く浸透しておりその影響力は排除できない状況がある。本事業では、提案製品

の販路拡大のために、MI4.0の展開政策での諸外国からの技術導入政策に関する検討の

動向を収集する。 

 

イ）経済的環境要因 

   インドネシア国内産業を支える製造業の生産性向上の重要性とともに、賃金動向、経

済成長率の動向には不安定な状況がある。本事業では、提案製品の販路拡大のために、

特にコロナ禍における各製造業が今後の事業化投資に対する動向を収集する。 

 

ウ）社会的環境要因 

   インドネシアにおける労働人口の構成、インターネット等の通信基盤整備等はまだ

十分ではない状況がある。本事業では、提案製品は通信基盤を活用することから、イン

ドネシア政府が行う通信基盤の拡充政策に関する検討の動向を収集する。 

 

エ）技術的環境要因 

   製造業においてエンジニアリングツールや自動化機器等の普及状況はこれから拡大

が期待される本事業では、提案製品の販路拡大のために、製造業の各企業がデジタル・

エンジニアリングへの投資に関する検討の動向を収集する。 

 

③ 目指すマーケットポジション 

インドネシアの現状としてエンジニアリングレベルは決して高くないものの、案件

化調査（2019-2020）において業界毎の教育レベルを確認した。適切な指導方式を提供

すればデジタル技術に秀でた人材も多いことから、提案製品がここに適合し、適切な

サポートを提供することを目指す。 

インドネシア政府が推進する国策 MI 4.0では、自動車、電機、食品、化学、アパレル

の 5 つの産業が挙げられており、基本的にこれらの産業は、今後のインドネシアにお

いて大きく発展すると見込まれる。中でも自動車/電機産業は、本ビジネスの主なター

ゲットになり得る。 

自動車産業は、2018 年のインドネシア国内における自動車販売台数は 115 万 1,291

台（前年比 6.6％増）、生産台数は 134万 3,714台（10.4％増）となり（インドネシア

自動車工業会（GAIKINDO）の発表）、販売・生産ともに 3 年連続で伸長している。ま

た、インドネシア政府は 2019年 8月に電気自動車（EV）の促進に関する政令を制定し、
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2022 年から EV の製造を本格化することを発表した。これにより、インドネシアの電

機産業も大きく成長すると見込まれる。 

また、提案製品・技術の現地適合性確認の結果、自動車分野に限らず、食品/化学産

業をビジネスのターゲットと想定できる。 

 

（３）製品サービス・技術 

① 提案製品・サービスの現地適合性 

ア） 提案製品・サービスの現地適合性確認結果（技術面） 

生産システム・シミュレータ「GD.findi」は、国内外で活用が進んでいる。ク

ラウド上でノン・プログラミングで利用でき、組立系からプラント系まで適用可

能で容易かつ、安価に使える。最近ではインダストリー4.0 においてコア技術と

して注目されている「生産システム設計」や「最適化システム」として活用され

ている。2021年9月実施した STMIで実施した学生向け人材教育（Learning Factory）

においては、コンピューティング利用環境、ユーザビリティとともに、生産シス

テム設計のスキルを獲得するカリキュラムを所定の講座でこなすことができた。

また、提案製品に対するカスタマイズの要求は浮き上がってこなかったことから

現状の機能で対応できると思われ、現地適合性があると判断できた。 

 

イ） 現地適合性確認結果（制度面） 

インドネシア政府では産業のデジタル化や自動化を推進する国策「Making 

Indonesia 4.0」を掲げ、新しい方式を産業界に適用しようとしており、レクサー

の持つ技術を効果的に活用できる可能性が大いにある。 

ここで、本事業拡大において自動化の推進やインターネットを活用するクラウド

サービス等に関して調査を行なった。教育機関において人材育成講座を実施する

ことを通じて、セキュリティ関連の現地法規制については障害が生まれないこと

を確認した。 

 

ウ） 現地化の必要性 

本事業において人材育成講座や各社への適用検証を通じて、基盤となる製品は現

行の製品で対応できることを確認した。一方、今後の事業化において適用範囲を

広げる、また、各社業務により深く適用していく段階では必要な要件が生まれて

くる可能性はあるので、その場合は鋭意、対応する。 

 

② 提案製品・サービスの有効性 

本事業を通じて実施した人材育成講座や各社への適用での経験から、提案製品やサ

ービスは、現地の高度化へ向けて有効であることが判断できた。人材育成において
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は、実際に当社製品を活用して講座や実習を行い、インドネシアのエンジニアが操

作できるか、また、それらの機能を用いて、リーン生産等の付加価値を得る活動に

つなげるアウトプットを作り出せたことが確認できた。 

 

③ 競合状況と提案製品・サービスの優位性 

本事業を通じて実施した人材育成講座や各社への適用での経験から、提案製品やサ

ービスは、競合事業に対して有効であることが判断できた。インドネシアでは欧米

から自動化システムを軸とした提案が進んでおり、競合であることは確認できた。

一方、インドネシア政府や各社は自動化システムの導入だけでは自国、自社のレベ

ルアップにつながることに疑問を持ち始めている現状を確認した。これらの競合に

対して、自国、自社のレベルアップに繋げることができる当社の提案の合理性と優

位性を理解いただくことができた。 

 

（４）当該国における具体的なビジネス展開の方法 

   企業機密情報につき非公表 

 

（５）当該国でのビジネスにおける収支・財務計画 

   企業機密情報につき非公表 

 

４．ビジネス実施上の留意事項 

（１）ガバナンスにおける留意事項 

案件化調査を通じて、許認可の取得や法的リスクはないことを確認した。具体的には、イ

ンドネシア工業省や高度人材育成庁へヒアリングを行い、この領域での許認可の必要性が

ないことを確認した。また、グローバル企業のサプライチェイン再編の影響があるが、リー

ン生産をデジタルで実現することにより、これを推進するためのツールとして活用を提案

する。新型コロナウィルス感染拡大によるリスクに対しては、遠隔教育や自主教育可能な体

制を整えて支援を行う。 

 

（２）商習慣・商慣習、文化、宗教における留意事項 

案件化調査で環境・社会・文化・慣習面におけるリスクは無いことを確認した。具体的には、

ソフトウェア製品の販売において、現地販売代理店での取り扱いを調査し、ライセンス販売

代理店の方式で問題がないことを確認した。また、併せて商流を司る企業やエンジニアとの

会話を行い、否定的な要素はないため、文化、宗教を含めて問題ないことを確認した。 

 

（３）ビジネス展開に必要なネットワーク 

在尼日本関係諸機関として以下のような組織と連携していくことが有効と判断しており、
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本事業終了後も継続して連携していくこととしている。 

 

組織 調査の位置付け・特徴 活用方法 

日本大使館 日インドネシアEPA等

の産業政策を推進中 

 大使館が進める施策との本事業の人材

育成活動の関係性調査。 

JICA インドネシア

事務所 

本活動の現地サポー

ト 

 他国の動向ベンチマーキング情報入手。 

 工業省関係機関とのパイプ。 

JETRO 企業目線の日系企業

活動をサポート 

 日系企業のニーズ／シーズの動向、他国

の産業高度化での動向を調査。 

 今後の連携可能性を調査。 

Japan Jakarta Club 日系企業のコミュニ

ティ 

 本活動の日系企業ニーズ、および産業界

全体を底上げする本活動への日系企業

サイドからの意見確認。 

 

 

 

 

インドネシアの現地組織として以下のような組織と連携していく。 

 

訪問先 調査の位置付け・特徴 活用方法 

IOI 尼自動車産業の方向を研

究する自動車産業研究

所。トヨタがメインで設

立 

 自動車産業の人材育成の方向性を調査

する。 

 今後の連携可能性を模索する。 

GIAMM 尼自動車部品工業会  自動車領域の裾野産業ニーズおよび連

携可能性の調査。 

IAIPD 自動車産業人材育成協会

（トヨタ，デンソーが設

立） 

 既に Tire2&3 を対象とした日本流人材

育成を推進し始めており、こことの連携

で MI4.0 自動車領域の人材育成活動の

加速化可能性を調査。 

 

 

（４）撤退条件 

本事業で成果を生み出せなかった場合の撤退プログラムは以下のとおり。 

・条件１：事業開始後３年間で利益が計上できなかった場合。 

・条件２：事業開始後５年間で累積損失を解消できなかった場合。 
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尚、状況に応じて撤退ではなく、事業縮小の選択も残す。 

本事業はパートナーを介したライセンス販売事業であるため、現地国の制度には抵触せず

に対応が可能。 
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第２ ビジネス展開による対象国・地域への貢献 

１．ビジネスを通じて解決する対象国の課題とその貢献 

（１）対象国の課題 

インドネシアの自国産業レベルの認識は東南アジアにおいてシンガポールやマレーシア、

タイの後塵を拝しており、労働集約的な作業を基本とした付加価値が低い産業構造である。

また、労働集約的な生産現場である現状、高度なデジタル化をこなせる人材は多くない。 

 この状況に対応するためには、日本が得手とするカイゼン活動をベースに Step by Step 

でムダ取りを進めるリーン生産と、導入が容易な IoT 対応 LCA のようなアプローチが適し

ている。レクサー・リサーチはタイにおいてシミュレータと半自動化生産を複合させた人材

教育を実施し大きな効果を得たことから、基本的にこのような考え方が東南アジアの現状

に適している。一方、インドネシアはタイとは異なった現場特性や国民性を持っていること

は理解しているため、これに対応したインドネシア向けの教育プログラムを作成すること

で同様の効果を奏することは可能と考えている。 

 

 

（２）中・長期的に達成する課題への貢献 

＜３年後＞ 

・GD.findiについては、1年目は Making Indonesia 4.0 の Learning Factory に参加する

自動車製造領域を対象として５件の販売を目指す。ソフトウェアは輸出、現地でハードウェ

ア(PC)と合わせてパッケージ化して単価 500 万円で販売。現地総代理店を通じてジャカル

タ地域を中心に販売、導入サポートを行う。 

・LCA機器については Learning Factoryに参加する中堅企業を対象とした販売を目指す。

既存ラインへの最適自動化提案、IoT機器の取り付けを現地メーカーと共に行う。 

＜５年後＞ 

・GD.findiについては自動車製造領域以外にも電子電機領域へも拡大し、15件／7500万円

の売り上げに達する計画、この時期に 2次代理店を拡大し、インドネシア全国へ販売代理店

網を拡大し、以降、事業拡大を図る。 

・LCA機器については自動車領域以外の主に組立て・検査工程の伴う領域へ拡大するととも

に、自動化ステップの底上げを行い、受注量拡大を図る。 

 

２．持続的な開発目標（SDGs）17の目標 

④教育 

⑧経済成長・雇用 

⑨インフラ・産業 
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３．国別開発協力方針（政府開発援助方針との合致） 

教育分野への ODA 事業として、産業人材・高等人材育成プログラムなど大学等の高等教育

機関の整備や人材育成に関する ODAが過去に多数実施されている。(例示) 

・インドネシアエンジニアリング教育認定機構設立プロジェクト（技術協力プロジェクト） 

・バンドン工科大学整備計画（有償資金協力） 

・アセアン工学系教育ネットワークプロジェクト（技術協力プロジェクト） 

 

これらは主に大学に焦点を当てた人材の高度化教育を目指したものである。今後は産業界に

焦点を当てたデジタル時代の産業高度化教育コンテンツが求められる時代が来るものと思

われる。その対象機関へ本事業の実証・普及活動の結果を連携させることで提案製品が更な

る販路を広げる可能性がある。 

 

４．ビジネス展開により見込まれる地元経済・地域活性化への貢献 

本事業を通じて国内中小企業が海外展開するビジネス機会を創出したい。例えば本事業

では扶桑工機が事業パートナーとして参加しているが、その理由は今回インドネシアにお

けるビジネス展開にて連携することで扶桑工機のビジネス機会（LCA設備販売の市場）が

生まれることを期待しているからである。多くの日本国内の中小設備メーカーは下請け構

造の中で新規市場への展開力を失っているが、本事業に各社が関わることを契機とするビ

ジネスモデル変革を支援したい。レクサー・リサーチは経済産業省や本社拠点の鳥取県と

も連携を持っており、本業の成功を国、県へ展開することで誘発効果を創出する。  



 

12 
 

第３ 普及・実証・ビジネス化事業実績 

１．本事業の目的 

Making Indonesia4.0におけるインドネシア国製造業の生産性向上に資するために、「リー

ン生産」の実現を目指した製品（GD.findiおよび LCA 機器）の優位性及び有用性を実証し、

当該国での普及方法と課題が整理検討される。 

 

２．本事業の成果 

 

成果 成果の確認方法・指標 

成果１ 

学生向けリーン生産講座（Teaching 

Factory）の実施により、必要とされ

る人材の育成にとって有用なもので

あることが実証される。  

・指導者と生徒向けの教育講座の実施 

→指導者教育：1週間程度×2回、育成指導者 5人程

度を輩出。 

→学生教育：2週間×2回、40名程度を輩出。 

成果２ 

在 職 者 向 け リ ー ン 生 産 講 座

（Learning Factory）の実施により、

必要とされる人材の育成にとって有

用なものであることが実証される  

・受講者向け教育講座の実施 

→指導者教育：5名×1週間×3回、計 15名を輩出 

→在職者教育：20名×1週間×3 回、計 60名を輩出  

成果３ 

Learning Factory修了企業のフォロ

ーアップ体制が検討される。  

・L/F修了企業のうち、フォローアップを実施 

→2社のフォローアップを実施。 

成果４ 

Learning Factoryの実施を通じたビ

ジネス展開計画が策定される。 

・L/F修了企業のうち、課題解決支援を実施 

→2社程度の課題解決支援を実施。 
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３. 本事業の実施体制 

 

図３ 実施体制 

 

主体 担当業務 担当業務詳細 

株式会社レクサー・リ

サーチ 

（代表法人） 

事業統括、技術指導、

ビジネス開発 

 

 生産シミュレータを活用する教育 

 生産シミュレータのビジネス展開 

扶桑工機株式会社 

（構成法人） 

技術指導、LCA 機器の

機構・構造教育業務の

統括 

 LCA機器を活用する教育 

 LCA機材のビジネス展開 

外部人材（個人） 人材育成における指

導、ビジネス構築支援 

 人材育成活動 

 ビジネス構築支援活動 

インドネシア工業省 インドネシア側の総

括 

 製造人材の育成体制整備と運用 

 事業内容および政策おける助言 

 

BPSDMI カウンターパート、

STMI,PIDI4.0 での教

育支援 

 STMI,PIDI4.0 での学生向け教育

の実施および内容に対する助言等

支援 

 機材維持管理 
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４. 成果の達成状況 

 

成果 1：  

＜達成度＞100％ 

＜達成状況＞ 

・Teaching Factory指導者の教育講座 1週間程度×2回、育成指導者 24人程度を輩出した。 

・Teaching Factory用機材（GD.findi、タワー型サーバ、LCA機器）の設置を実施した。 

・生徒向け講座：2週間×1回、20名を輩出した。 

・Teaching Factory 講座の実施を通じて Making Indonesia4.0に係る自動化やその設計技

術が対応できることが確認され、提案製品がデジタルエンジニアリング製造人材の育成に

とって有用なものであることが実証された。 

・人材育成教育の視点から 

生徒は非常に関心を持ち積極的に受講してくれた。MI4.0への認識も 2年目の方が高く、着

実に MI4.0の活動が浸透し始めていると感じた。 

演習に対しては時間延長しても完成させるくらい一生懸命受けてくれている。かなり積極

的に議論もしてくれており、良い人材が受けてくれていると感じた。 

TAのサポート面では産業人を支援してくれている IAIPD、IJBネットが居るから出来ている

感じが見られる。一方で STMI の講師候補による TA の状況が見えていない。オンラインで

TOT をせざるを得なかったので十分な指導が出来ていないこともあるが、LeMMI4.0 の教育

は実務に近い教育になっており、その点で経験が少ない STMIの先生方には馴染めていない

可能性がある。STMI講師および TA候補に対しては、IAIPD、IJBネットのキーマンによる指

導強化、場合によっては日本から出張し現地オンサイトで TOTを実施する必要がある。 

STMI の教育ではインドネシアの優良工場（Lighthouse）の見学を行っていない。教育を円

滑するためにも産業人コース同様に見学のカリキュラムも今後検討する必要がある。 

＜今後の課題＞ 

当初計画では現地調査にて講座を実施予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大の

影響により現地渡航が制限されたことを受け、日本よりリモートでの講座開催となったた

め、教育効果の見極めが難しかった。本事業終了後における講座実施での対応を検討する。 

 

成果２： 

＜達成度＞100％ 

＜達成状況＞ 

・Learning Factory用機材（GD.findi、タワー型サーバ、Wifiルータ、LCA機器）の設置

を実施した。 

・現地教育指導者および受講者の基礎知識について検討を行い、カリキュラム方針を決定し

た。 
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・Learning Factory在職者教育講座を３回（各 1週間）実施し、60人の修了者を輩出した。 

・人材育成教育の視点から 

3回の教育には MI4.0 の対象である主要 5業種から参加してくれており、業種による理解の

差異を懸念したが、特に差異を感じることはオンラインで指導する状況では感じられなか

った。本件については今後チェックを行い、必要の応じてカリキュラムの内容を見直すこと

が必要かもしれない。 

リーン生産方式を基本にモノづくりを強化していく基本的な考え方は理解されたと判断で

きる。 

受講生は真摯に授業を受けてくれており、良い雰囲気で講義を進めることが出来た。ただし

実際の雰囲気を感じられていないので。この点は今後確認をしていく必要がある。 

・Learning Factory 講座の実施を通じて、在職者教育として Making Indonesia4.0 に係る

自動化やその設計技術が対応できることが確認され、提案製品がデジタルエンジニアリン

グ製造人材の育成にとって有用なものであることが実証された。 

＜今後の課題＞ 

当初計画では現地調査にて講座を実施予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大の

影響により現地渡航が制限されたことを受け、日本よりリモートでの講座開催となったた

め、教育効果の見極めが難しかった。本事業終了後における講座実施での対応を検討する。 

 

成果３： 

新型コロナウイスル感染症拡大により現地渡航が行えない状況下でありながら、実施計画

を見直すとともに、リモート講義の方法を取り入れて、目標を達成した。 

＜達成度＞100％ 

＜達成状況＞ 

成果 3では講座後のフォローアップであるとともに、事業化の起点となる。フォローアップ

の対象となる受講者、企業に対してどのように事業対象に導きこむのか、そのスキーム設計

を行っている。 

講座はリモートの方式で実施して目標を達成した。渡航計画の目途が立たない状況ではあ

ったが、また、C/P側の実施拠点として PIDI4/0が竣工したものの PIDI4.0の運営体制が十

分に見通せない状況の中、C/Pと連携しながら対応を行った。 

今回はリモート中心の方法で対応したものの、フォローアップは現地での指導が望まれた。 

＜今後の課題＞ 

当初計画では現地調査にてフォローアップを実施予定であったが、新型コロナウィルス感

染症拡大の影響により現地渡航が制限されたことを受け、日本よりリモートでのフォロー

アップ開催となったため、教育効果の見極めが難しかった。本事業終了後におけるフォロー

アップ実施での対応を検討する。 

 



 

16 
 

成果４： 

現地渡航が行えない状況下であったが実施計画を見直し、活動スケジュールを後倒しにす

ることで対応した 

＜達成度＞100％ 

＜達成状況＞ 

成果４では、個社向けの支援活動となる。ここでは、成果 3でのフォローアップのスキーム

設計を受けて、個社向けの支援体制を実施した。 

成果 3 の活動と同様に現地での指導が求められているため、リモートでの実施と渡航での

実施を組み合わせて対応した。 

＜今後の課題＞ 

当初計画では現地調査にて課題対応支援を実施予定であったが、新型コロナウィルス感染

症拡大の影響により現地渡航が制限されたことを受け、日本よりリモートでの開催となっ

たため、指導効果の見極めが難しかった。本事業終了後における指導実施での対応を検討す

る。 

 

＜インドネシア工業省での資格認定に係る成果について＞ 

インドネシア工業省では、Making Indonesia 4.0 実現へ向けて、高度人材の育成とともに、

資格認定制度の策定を進めている。工業省は本事業が提供する人材育成プログラムに強い

興味を持っているとともに、本プログラムを資格認定の対象として制度化する方向で検討

を進めている。 

 

 

 

５．活動内容実績 

（１）活動内容 

＜成果１に係る活動＞ 

・場所：工業省産業人材育成庁（BPSDMI）ポリテクセンターSTMI（公立） 

・方法：STMIのマスター・コースにおける教育プログラム 

・人数：20名程度 

活動 1-1： Teaching Factory用カリキュラムの開発 

活動 1-2： Teaching Factory用機材の設置、整備 

活動 1-3： Teaching Factory用指導者の教育 

活動 1-4：Teaching Factoryでのリーン生産講座の実施 

 

＜成果２に係る活動＞ 

・場所：工業省産業人材育成庁（BPSDMI）配下の PIDI4.0(Innovation Center) 
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・方法：工業省が設定する在職者研修プログラム 

・人数：１バッチ当たり 20名程度、6バッチ程度 

活動 2-1：Learning Factory用教育カリキュラムの開発 

活動 2-2：Learning Factory用機材の設置、整備 

活動 2-3：Learning Factory用指導者の教育 

活動 2-4：Learning Factoryでのリーン生産講座の実施 

 

＜成果３に係る活動＞ 

・場所： 工業省産業人材育成庁（BPSDMI）配下の PIDI4.0(Innovation Center) 

・方法：工業省が設定する在職者フォローアップ・プログラム 

活動 3-1：Learning Factory用フォローアップカリキュラムの開発 

活動 3-2：Learning Factory用フォローアップ指導者の教育 

活動 3-3：Learning Factory修了者のフォローアップ教育の実施 

 

＜成果４に係る活動＞ 

活動 4-1：Learning Factory 修了企業の課題解決支援のための教育カリキュラムの 

開発 

活動 4-2：Learning Factory 修了企業の課題解決支援のための指導者の育成 

活動 4-3：Learning Factory 修了企業の課題解決のための支援活動の実施 

 

 

（２）活動結果の実績 

 

■成果１に係る活動 

 

活動 1-1： Teaching Factory 用カリキュラムの開発 

＜活動内容＞ 

・インドネシア向けの教育用テキスト 349 ページを作成し、予定通り完了した。 

・カリキュラムの内容 

 以下にカリキュラムの校正とテキストの規模を示すが、6本の教育講座、合わせて 349 

ページ で構成されている。Wordでコメントも付けた形式で製本され、配布される形態

となっている。 

 LeMMI4.0 MONOZUKURI     66 ページ  

 Lean Manufacturing     29 ページ 

  LeMMI4.0 Lean Automation    86 ページ 

  LeMMI4.0 TPM & Lean Maintenance with IoT  36 ページ 
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  LeMMI4.0 Digital Lean Manufacturing & Automation 31 ページ 

  LeMMI4.0 Digital Engineering    97 ページ 

＜課題と対応＞ 

・テキストの著作権は各講師にあり、その権利の管理の検討が今後必要 

・それ以外、事業終了時点での課題はない。 

 

活動 1-2： Teaching Factory 用機材の設置、整備 

＜活動内容＞ 

・LCA機器を STMIへ設置した。 

・タワー型サーバを調達し、GD.findiをインストールしたうえで、STMIへ設置した。 

＜課題と対応＞ 

・LCA 機器の設置に当たっては、コロナ禍で現地渡航が制限されていたことにより調査

団が現地にて直接的に設置作業を行うことが困難であったため、物理的な制約を確認で

きず、搬入手順等で手間取ることがあった。今後は搬入ルート等をより明確にして事前

に問題を把握したうえで作業を実行したい。 

LCA 機器、サーバの設置にかかる検収に関し、現地側は現地傭人および扶桑工機イン

ドネシア法人を中心にカウンターパート立ち会いのもと対応し、日本側は扶桑工機およ

びレクサー・リサーチがオンライン形式で参加した。オンラインによる設置工事状況の

確認および設置後の検収では、現地傭人や設置業者等に写真や動画を共有し都度の状況

を確認し、また詳細項目をリスト化するなどした。最終的には関連マニュアルとして整

備し現地に渡した。懸念点としては、動画や資料の作成範囲が非常に詳細となりやすく

作成に時間を要すること、細部までの確認が難しいなどが挙げられたが、現地傭人や現

地法人の協力を得ながら対応したことにより無事に設置完了した。 

 

活動 1-3： Teaching Factory 用指導者の教育 

＜活動内容＞ 

・T/F指導者の教育講座 1週間程度×2回（7月、8月）、育成指導者 24人程度を輩出し

た。この 24 人は今後の指導者候補を選ぶ目的で、STMI からの推薦に基づき、決定され

た。 

・候補者には学生指導のために必要となる演習内容など詳細なマニュアルを限定配布し

た。 

・この受講生から 6名の第 1期講師候補が選定され、22年 8月の教育に参加した。また

この候補者と日本人専門家（田中、大久保）が面談し、人物確認を行った。 
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＜課題と対応＞ 

・当初計画では現地渡航時に講座を実施予定であったが、コロナ禍により渡航制限が出

ておりリモートでの開催に変更したため、T/Fでの教育効果の見極めが難しかった。 

事業終了後の対応として、この課題に継続的に対応する。 

・Teaching Factoryは来年度以降も継続、さらに他の学校への展開も期待されているこ

とから、講師候補も増やすことが必要。上記活動の中で、講師増の活動も含めて行く。 

・講師用マニュアルの著作権管理、運用管理についても今後ルール化が必要である。 

 

活動 1-4：Teaching Factory でのリーン生産講座の実施 

＜活動内容＞ 

・生徒向け講座：2週間×2回、40名を輩出した。 

 

 

 



 

21 
 

第 1回 2021年 7月 1日～ 8月 31 日 

第 2回 2022年 8月 15日～ 8月 25 日 

専攻科目：Automotive Industry Engineering 10名、Polymer Chemical Engineering 

9名、Teknik Kimia Polimer 1名 

計画時は 1週間×1回で予定していたが、STMIのカリキュラム編成の都合上、8月の集

中講義での実施を依頼された。ここでの要件が 2週間での講座枠であったため、これに

対応したため。 

受講者の選別については、集中講義は学生の希望を受けて指導者が割り当てる方式を

採っているため、その運営に従って STMI側で選別を行った。 

・第 1回は日本人専門家の指導はすべてオンライン、演習は現地 TA のオンサイトサポ

ートで実施し、第 2 回は半分の日本人講義をオンサイトで実施した。特に第 2 回のオ

ンサイトで受講生の積極性を肌で感じることが出来た。 

・受講生は熱心に受講しており、演習時間も時間を忘れるほど一生懸命やってくれた。

逆に時間管理の課題も明らかになった。 

＜講座実施における指導者からの総合的な実績報告＞ 

受講生のリーンものづくりに対する認識は確実に高まったと判断する。日系製造業の強

みに対する知識を高めることで各自がキャリアを高めたい希望もあるようで、その点で

は良い機会を与えていると感じた。 

インドネシアでは日系のものづくり知識を得ていることが個人の価値を高めることにな

るようで、そういう点では、本教育を更にブランド化し、周知させる取り組みは今後重

要となりそう。そのためのプロモーションや認定については、今後検討をしていく必要

がある。 

一方で今後の講師・TAを現地化して行くための人材育成は遅れており、今後も日本から

の教育支援は必要と思われる。産業人教育での講師・TA候補となっている IAIPD、IJBネ

ットのメンバーはある程度理解が進んでおり、彼らを STMIの教育にも支援を継続しても

らい、彼らも含めた講師・TAの陣容を作り上げて行くことが重要かと思う 

＜課題と対応＞ 

活動 1-3と同様にリモートでの講座開催となったため、教育効果の見極めが難しかった。

個の難しさを次ページの振り返りでレポートする。事業終了後の活動では、この課題を

踏まえて対応する。 
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第 1 回、第 2回の Teaching Factoryの教育アイテム構成 
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先
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担

当

講義には興味を持ち，ある程度理解してくれた感じ レ レ レ

特定の人からの質問になってしまい，全体としての理解度の把

握が難しい
レ レ

学生の理解度は不明（倍時間掛けたのに） レ

次期候補を決めてもらい，その人を対象に極少人数でTOTを実施

する．

レ

次期候補の適正レベルについては事前にIJB・IAIPDが面接し確認

する．複数候補から選定してもＯＫ，通訳の方も候補に入れても

いいのではないか（通訳の項参照）

機材操作員とのコミュニケーションが取れない．やりたいレベ

ルまで未到達
レ

教材操作員の練習不足 レ

教材操作員の動き，設備の状態がすべて見えないので適切な指

示が出来ない
レ

オンラインでやるなら定置のカメラを増設（10-20台）し，すべ

て状況が見えるようにする

コロナ禍とは言え，技術員の数もバラツクし現地の管理をしっ

かりして欲しい
レ

演習で発生させるトラブルと，本当のトラブルの切り分けが現

地で出来ていない
レ

基本操作は出来そうだが，トラブル対応とかが技術員では出来

ていない
レ

実機の大きなトラブルはなかった レ

シミュレーションソフトウェアにおけるトラブル発生時の対応

力が不明
レ

オンラインでは相手の反応が見えないので理解度が判断できな

い
レ レ 少なくともリモートの画像ではムービーをいつもONにしておく

演習は結構一生懸命やってくれ，興味を持ってもらえたのでは レ レ レ

教えたことをやる力は全般にある．操作は移管できる レ

解釈する（考える）力が弱く，それを教えることが重要．それ

が出来るTAがいるか不明
レ

レ

次期候補を決めてもらい，その人を対象に極少人数でTOTを実施

する．演習は対面で実施する．日本から各講座毎に出張し教育す

る．（講義も一緒にやるがベスト）

次期候補の適正レベルについては事前にIJB・IAIPDが面接し確認

する．複数候補から選定してもＯＫ．選任した講師のCVを日本サ

イドに送ること

IAIPDがTAだから成り立った．かなりしっかり事前準備をして

くれた．STMIがTAだと出来るのか不安
レ レ

TAの理解度は不明（TAが誰だか判らない） レ
TAの指導も演習のTOT時に再度実施する．そのためにSTMIはTA

を選任し報告する．CVも送ること

タイムマネジメントが出来ていない． レ レ レ レ レ

講義の順番を入れ替えると教育効果が弱まる（シミュレーショ

ン）
レ

お祈り，開会式等，事前に判るスケジュールは予め組み込んだ

スケジュールにして欲しい．
レ レ レ

最終的なテキスト（翻訳版）を見てない レ レ レ レ
テキスト（PDFでOK）および学生に配布した完成図書の写真を講

師に送る（IJB）

著作権の扱いの契約が未完では（要確認） インドネシアサイドに渡してあるので至急実施してもらう（IJB)

通訳が教育内容を相当理解しており，通訳だけの役割はもった

いない
レ レ レ レ

通訳さんは可能ならオンラインでなく，学生がいる教室に来て

欲しい．雰囲気を伝えてもらえるので
レ レ

産業人育成（PIDI4.0）で同様の課題を再発させたくない レ
まだ詳細は決まってないが実施するまでに今回の課題解決策を反

映する．チェックシートを作成しフォローする

産業人育成の際には簡単でもよいので個人の経歴が欲しい レ

講義の時に指名して質問しやすくなり、講座の中でのやりとりが

し易くなる。個人情報保護の観点があるので講師と講座主催者と

の間で個人情報の機密保持契約を結ぶとよい

全体運営

全体進行

通訳

その他

分野 アイテム 課題・提言 解決の方向・内容

次期講師（STMI選任のTAも）の顔が見えないのでTOTの評価

が出来ない．講義を移管する目処が付かない

理解度レベルの報告をSTMI・IJBネットがレポートする．（テス

ト結果も）

講義

講義の理解度

次期講師

機材操作員は自主的に訓練し，演習できるレベルまでに到達して

おくこと

次期講師の顔が見えないのでTOTの評価が出来ない．講義を移

管する目処が付かない

演習

演習機材・ツールの運用レベル

演習の理解度

次期講師

TA

対象教育

スケジュール表作成をインドネシアサイドで責任もって実施す

る．責任者を決める　IJB？　STMI？
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集中講義受講生 
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 現地インドネシアにおける本普及・実証・ビジネス化事業の紹介記事 
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■成果２に係る活動 

 

活動 2-1：Learning Factory 用教育カリキュラムの開発 

＜活動内容＞ 

・Leaning Factory向けの教育用テキスト（パワーポイントチャート）を作成し、予定通

り完了した。 

・カリキュラムの内容 

 以下にカリキュラムの構成と作成テキストのボリュームを示すが、6 本の教育講座、

合わせて 589 ページ で構成されている。 

 LeMMI4.0 MONOZUKURI     81 ページ  

 LeMMI4.0 Lean Manufacturing    98 ページ 

  LeMMI4.0 Lean Automation    104 ページ 

  LeMMI4.0 Digital Engineering    51 ページ 

LeMMI4.0 Digital Engineering    195 ページ 

  LeMMI4.0 TPM & Lean Maintenance with IoT  69 ページ 

＜課題と対応＞ 

・テキストの著作権は各講師にあり、その権利の管理の検討が今後必要 

・それ以外、事業終了時点で課題はない。 

 

活動 2-2：Learning Factory用機材の設置、整備 

＜活動内容＞ 

・Learning Factory の実施場所となる PIDI4.0 イノベーションセンターの完工は 2021

年 10月末、機材設置可能時期は 11月初旬となる前提で準備を行った。 

・LCA設備を PIDI4.0 向けに出荷し、現地での据え付けを完了した。 

・Learning Factory用のシミュレーション・サーバ（1台）、Wifiルータ（２式）、PC

（25台）については STMIで一時保管していたが 11月下旬に搬送を実施、12月第一週に

動作の確認および 12 月 6 日からの講座に合わせて作成した教材のインストール実施し

講座準備を完了した。 

＜課題と対応＞ 

・PIDI4.0 での集合教育の設備整備は完了したが、コロナ感染状況によりリモート教育

の体制も並行して準備した。現地のシステムアドミ二ストレーション担当者による受講

者へのソフトウェアライセンス発行・中止などの管理方法を確立して実施した（講座ご

とに受講者が変化、また受講者が自分の PC によるリモート受講を希望する場合の対応と

して）。 
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活動 2-3：Learning Factory 用指導者の教育 

＜活動内容＞ 

L/F 指導者の教育講座については、活動 2-4 の在職者教育を行う中で OJT として実施

した。対象とする指導者は、今後の指導者候補を選ぶ目的で、BPSDMI からの推薦に基づ

き、決定した。 

当初計画では、日本人講師が現地にて教育講座を実施する予定であったが、新型コロ

ナウィルス感染症拡大の影響により現地渡航が制限されたことを受け、日本よりリモー

トでの講座開催となった。 

 ・実施日 2021年 11月 11日  

 ・担当 福田（外部人材）及び太田、梅本（扶桑工機） 

・場所 PIDI4.0  

・設置場所の状況  

PIDI4.0内装工事中で無線 WiFiおよび電源、空圧接続が 8日に接続されたばかりの状

況で実施することとなった。このリモート教育を実施するにあたって、まず数台のカメ

ラを BC組付けラインの周辺に設置して機器の動作状況、操作者の操作状況がモニターで

きる状況を作った。そのうえで、LCA教材機器の説明を実施した。 

説明内容は、以下のとおりである。 

・LCA教材機器 BC組付けラインの各工程の概要 

・各工程の操作及びチョコ停での復帰操作、 

・パーツ供給方法や段取り替え方法 

・IoT機器の接続方法 

・取集されたデータの見方 

それぞれについて、事前に準備した資料の操作マニュアルとオペレーション動画でまず

各工程の概略とパーツ供給方法や段取り替え方法を説明し、そのあと実機で操作をして

もらった。このような手順で、理解度を確認しながら行った。 

最終的には関連マニュアルを整備し、現地に渡した。 

＜課題と対応＞ 

活動 1と同様にリモートでの講座開催となったため、教育効果の見極めが難しかった。

リーン生産講座まで日程的に大変厳しい中での BC 組付けラインでの操作説明及び操作

演習となった。数台のカメラを設置してモニターしても、機械の運転状況を把握するの

は非常に難しかった。運転状態表示灯や実際のパーツの状況を把握するのは操作盤の拡

大画面確保やオペレーターの立ち位置などでも制限され、問題が発生している際の状況

や現象を瞬時に、的確に把握するのは困難な部分があった。特に、連続運転をしながら

だとリモートでは非常に難しいと感じた。 

リモートの環境で時間がかかったが、教育カリキュラムの中で操作可能なレベルまで

には教育できた。 
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今回の教育では、教育対象者が、機械操作になれていない状況で、かつ、機械操作の担

当する範囲が定常運転以外にもあり、さらに、機構構造をあまり理解していない状況で

もあったので、時間を要した。 

今後は、機構構造を把握してから機械の動きを理解していくと操作手順や復帰方法は

比較的分かりやすいので、操作訓練をこの日の後も回数を重ね少しずつ、機械の構造や

動きを理解していきながらトライアルでの生産個数も増やしていく必要がある。 

今回のタイトな日程の中で通常運転の動画や図による説明はインドネシア内での機械

操作教育では有効であるが、現地において実機の運転状況をリモートで詳細に把握する

のは難しいものであった。リモート環境での教育、訓練回数の少ない状態で、オペレータ

ーの習熟度があまり高くない状態で、実際の教育に入りそこで経験を積む状況となった

が、１００％ではないが、教育は可能な状態にできた。 

渡航制限が緩和され、オンサイトで直接、人の動きに注目し適切な指導や対処の方法

を伝えることができればもっと効率よく教材の操作ができ、本来の狙っていた教育に早

く移行できる。 

 

活動 2-4：Learning Factory でのリーン生産講座の実施 

＜活動内容＞ 

・在職者向け講座：1週間×３回を実施し、60名を輩出した。 

第 1バッチ 2021年 12 月 6 日～12月 10 日 

第 2バッチ 2022年 2 月 21 日～2月 25 日 

第 3バッチ 2022年 3月 7日～3月 22 日 

 

受講者の選別については、BPSDMI側が実施した募集を受けて、BPSDMIが選別を行った。

本講座への参加者を以下に掲げる。 
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第 1バッチ参加者 

 

 

第 2バッチ参加者 

 

 

第 3バッチ参加者 

 

 

 

1 Onilia Masnun 女
PT. Rekadaya Kreasi Indonesia

(Member of PIKKO)

自動車
（自動車部品）

RMA Staff of PPIC Jl. Nusa Indah no. 55 Ciangsana Raya, Ds. Nagrak, Gn. Putri, Bogor, West Java

2 Mochamad Sanip 男
PT. Rekadaya Kreasi Indonesia

(Member of PIKKO)

自動車
（自動車部品）

RKI Production Dept. Head Jl. Ciangsana Raya No. 5 Ds. Nagrak, Gn. Putri, Bogor, West Java

3 Ramadhan 男
PT. PMI (Panasonic

Manufacturing Indonesia)

電子
（電気製品）

PMI Staff Production Engineer Jl. Raya Jakarta - Bogor No 29, RW 3, Kecamatan Pekayon, East Jakarta

4 Gunawan 男 PT. Tirta Intimizu Nusantara
製造
（ウォーターポンプ）

TIN Manager Gd. Sastra Graha Lt.6, Jl. Raya Pejuangan No.21 Kebon Jeruk, West Jjakarta

5 Dian Puspita Sari 女 PT. Unotech Mega Persada
医薬品製造
（プラスチック及び不織布）

UMP Technical Responsible Pergudangan Central Cakung Blok I No. 10-11 Jl. Raya Cakung Cilincing KM 3. North Jakarta

6 M. Dedy Purwanto 男 PT. Marthys Ortopaedic Indonesia
医療機器
（整形外科インプラント）

MOI Engineering Jl. Rungkut Industri IX No. 2, Surabaya, East Java

7 Virdianto Dwi Indriarto 男 PT. Tirta Intimizu Nusantara
製造
（ウォーターポンプ）

TIN Asst. Manager Kawasan Industri Sastra Raharjo. Jl. Raya Serang Km. 28. Balaraja, Tangerang 15610, Banten 

8 Dedy Adi Nugroho 男 PT. Sinko Prima Alloy
医療機器
（電子医療機器）

SPA Manager Jl. Tambak Osowilangun No. 61, Pergudangan Osowilangun Permai Blok E7 - E8, Surabaya, East Java

9 Suci Intan Prativy 女 PT. Sinko Prima Alloy
医療機器
（電子医療機器）

SPA Engineer Pergudangan Osowilangun Permai E7 - E8 Tambak Osowilangun, Benowo, Surabaya, East Java

10 Santi 女 PT. Steril Medical Industry
医薬品製造
（使い捨て医療製品）

SMI Technical Responsible Jl. Daan Mogot Km-23 No.11, RT.11/RW.6, Tanah Tinggi, Tangerang, Banten

11 Agung Sutriyono 男 PT. Hospi Niaga Utama
医療機器
（ヘルスケア製品）

HNU Technical Responsible Jl. Pasir Panjang No. 124 Bandung, Wes Java

12 Zaenal Al Muh Torin 男 PT. Sanken Argadwija
電子
（電気製品）

Sanken Supervisor Jl. Veteran Desa, Cukanggalih, Curug, Tangerang, Banten

13 Mohammad Rofiudin 男 PT. LG Electronics Indonesia
電子
（電気製品）

LG Eng. Assistant Manager Jl. Tabri No. 1 Cirarab Legok, Tangerang, Banten

14 Mochamad Ichwan Darmawan 男 PT. Poly Jaya Medikal
医療機器
（病院設備）

PJM Manager Jl. Ciliwung No.61 RT.01 RW.01, Kalimulya, Cilidong, Depok 16413, West Java

15 Akhmad Zein Dwi Mustofa 男 PT. LG Electronics Indonesia
電子
（電子製品）

LG Production Eng. Supervisor Blok G, Kawasan Industri MM2100, Cikarang Barat, Bekasi, West Java

16 Dedi Suranto 男 PT. Sanken Argadwija
電子
（電子製品）

Sanken Supervisor Jl. Veteran Desa, Cukanggalih, Curug, Tangerang, Banten

17 Stepanus Yoga Pratama 男 PT. Intipolar Sarana Medika
医療機器
（医療機器）

ISM PPIC Mutiara Kosambi 1 No.B No 20, Kosambi, Tangerang, Banten

18 Sulyanto 男 PT. Hartono Istana Teknologi
電子
（電子製品）

HIT Head of Engineering Jl. KHR Asnawi PO BOX 126, Kudus, Central Java

19 FX. Edy Hermawan 男 PT. Hartono Istana Teknologi
電子
（電子製品）

HIT
Associate Mgr. -

Audio Prod.
Jl. KHR Asnawi PO BOX 126, Kudus, Central Java

20 Agus Hary Adi 男 PT. Graha Teknomedika
医療機器
（マスク、手袋等）

GT Head of PPIC Jl. Abdul Wahab No.60 Rt.02/08, Cinangka, Sawangan, Depok, West Java 16516

No. Full Name M / F Company Name
Business

Sector / Industry
Position

Last

Education

Last Educational

Major

1 Alkhifari Ugi Saputro M PT. Meinhardt EPCM Indonesia Property, Real Estate and Other

Building Construction

Engineer S1 Mechanical Engineering

2 Andreas Arga Donovan M PT. Aldebaran Rekayasa Cipta Manufacturing and Warehouse Manager Manager S1 Industrial Engineering

3 Aulia Annisa F PT. Garuda Metalindo Tbk Automotive & Components Engineering S1 Mechanical Engineering

4 Bilal Ahmadi M Ministry of Industry Polytechnic APP Jakarta Lecturer S2 Industrial Engineering

5 Boby Rusdyanto M PT. Mursmedic Jaya Mandiri Medical Devices Engineering S1 Mechanical Engineering

6 Erika Fatma F Ministry of Industry Polytechnic APP Jakarta Lecturer S2 Industrial Management

7 Faishal Harish Hidayatullah M PT. Summit Seoyon Automotive Indonesia Automotive & Components Engineer S1 Mechanical Engineering

8 Herry Boediyanto M PT. Rekadaya Multi Adiprima Automotive & Components Manager S1 Civil Engineering

9 Much. Ichsan Fadillah M PT. Garuda Metalindo Tbk Automotive & Components Engineer S1 Mechanical Engineering

10 Rangga Evalga Marbun M Ministry of Industry Center for Industrial Vocational

Education Development

Technology Transfer and

Incubation Analyst

S1 Mechanical Engineering

11 Rizki Maliqal Mulqi M Telkom University Other Consumer Goods Industry Engineer S1 Industrial Engineering

12 Subistia Irwan M PT. Mitra Ekspedisi Sejahtera Infrastructure, utilities & other transport Engineer S1 Electrical Engineering

13 Teguh Pambudi M PT. Argatama Multi Agung Automotive & Components Manager S1 Industrial Engineering

14 Winanda Kartika F Ministry of Industry Polytechnic APP Jakarta Lecturer S2 Industrial Engineering and

Management

15 Yemima Aprianta F PT. Asiarep Mining Engineer S1 Mechatronic Engineering

16 Koko Dwi Prasetyo M PT. Steel Pipe Industry of Indonesia Automotive & Components Engineer S1 Metallurgical Engineering

17 Yayan Y. Santoso M PT. Mitra Solusindo Perkasa Electronics Manager S1 Electrical Engineering

1 Aditya Danang Wicaksono M Bachelor PT. Maju Makmur Utama Quality Control Staff Supervisor Automotive & Components

2 Alif Fathsal Muttaqin M Bachelor PT. Sinko Prima Alloy Engineering Division Staff Engineer Medical Device

3 Almyra Rosedyana F Bachelor Telkom University Fresh Graduate of IoT Graduated student Non industry

4 Anggita Jati Anggraini F High School PT. Sentramitra Dayautama PPIC Frontliner Energy

5 Berlindo Citra Lestari F Bachelor PT Garuda Metalindo Tbk Technical Engineering Staff Specialist Process

Improvement and Technology

Engineer Automotive & Components

6 Dimas Aditya M Bachelor PT. Hi-Cook Indonesia Manager PPIC Manager Home Appliances

7 Dwi Haryanto M Bachelor PT. Yogya Presisi Tehnikatama Industri Marketing Engineer Automotive & Components

8 Eko Pratomo M Bachelor Polytechnic APP Jakarta Engineer Lecturer Lecturer Non industry

9 Fariz Ibrohim M Bachelor PT. Steel Pipe Industry of Indonesia, Tbk. Production Supervisor Manager Automotive & Components

10 Firnando Rozak Wabdulloh M High School PT. Prakarti Riken Engineering Engineer Automotive & Components

11 Iwan Setiawan Maulana M Bachelor PT. Dharma Electrindo Manufacturing Dept. Head of PPIC Engineer Automotive & Components

12 Yuda Apriyanto M Bachelor PT. San San Saudaratex Jaya PPIC Staff Engineer Textiles & Garments

13 Kevin Juan Jonathan Jefferson M Bachelor LF Logistics Engineer of PPIC Engineer Others

14 Megaria Rachmasari F Bachelor PT. United Family Food MT Manufacture Engineer Food & Beverages

15 Muhammad Alde Rizal M Bachelor Polytechnic APP Jakarta Engineer Lecturer Lecturer Non industry

16 Rizki Jati Rahayu M Bachelor PT. Sentramitra Dayautama PPIC & Production Supervisor Manager Energy

17 Tarmuji M Bachelor PT. Dharma Electrindo Manufacturing Dept. Head of PPIC Engineer Automotive & Components

18 Taufik Hidayat M High School PT. Eleq Cable Indonesia Technician Engineer Electronics

19 Yudhi Yuhendra M High School PT. Senalapan Perkasa Indonesia Asst. Manager of Manufacture Process Manager Machinery & Heavy Equipment

20 Ardi Nugroho M Bachelor PT. ATMI Cikarang Manufacture Process Manager Automotive & Components

Level

Position

Industry /

Expertise Sector

Last

Education

Company /

University Name

Dept / Div / Working Unit
No. Participants Name M/F
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＜講座実施における指導者からの実施に関する報告＞ 

自動車領域以外の 4 業界（電機、機械、化学、食品）の産業人に対しても日本流のもの

づくりの価値観は伝わったと判断する。これは受講生の姿勢からも感じられ、良い雰囲

気で進めることが出来た。ただし非常に幅広い受講生から成っており、講義の質という

点では目線を合わせられないので、今後は業界毎でまとめた教育を行うことも要検討と

感じる。今後、上記仮説を確認するためのフィードバックを受講生から得た上で、現地

関係者と議論を含めて行きたい。 

すべてオンラインであったため、日本人講師と受講生の間には必ずしも良い信頼関係が

築けたとは思えないが、その点を現地 TA として IAIPD、IJB ネットのメンバーが上手く

補完してくれた。今後彼らが現地で教育を担っていくと期待されるので、彼らに日本サ

イドの知識を移植する活動を行うことが重要である。 

演習の TA を担う PIDI のメンバーの能力が不明であり、今回もボトルキャップラインを

活用した演習では苦労している。本教材の保守も含め、演習能力の向上には、何らかの

形で日本からの支援を継続することが重要である。 
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産業人教育を規模的にも今後強化していくなら、現地の講師候補の人数が絶対的に不足

している。人材強化の取り組みが今後必要である。前記 STMI への講師・TA の教育も併

せ、講師向け教育の進め方を今後関係部署と議論していく必要がある。 

本教育は受講生にとっては良い刺激になっているが、点の人材育成に留まっており、こ

れを線・面で周知させる取り組みが、これまでは行われていない。今後、現地関係部署

とも議論し、経営層へのプロモーションなど、持続的に教育を進めて行くための取り組

みを進めるべきである 

＜課題と対応＞ 

活動 1と同様にリモートでの講座開催となったため、教育効果の見極めが難しかった。 

 

特記事項 

成果 1 および 2 全体にかかる実績として、2021 年 7 月末に STMI での人材育成講座の実

施、および同講座で使用する機材が STMIへ到着したことを記念し、オープニングセレモ

ニーを実施した。工業省より Agus Gumiwang Kartasasmita大臣、同省 BPSDMIより Arus 

Gunawan長官、在日 Heri AKhmadiインドネシア大使、在インドネシア金杉日本大使のほ

か、講座受講者、調査団メンバー、JICAインドネシア、民間連携事業部の総勢 90名程度

が参加した。Agus 大臣より、インドネシアが注力している 7大産業の一つである自動車

産業に関し、裾野の強化及び人材育成にむけてインドネシア政府と日本政府が協力して

取り組んでいる中で本事業は好事例となる旨のコメントを頂いた。 

 

■成果３に係る活動 

 

活動 3-1：Learning Factory 用フォローアップカリキュラムの開発 

＜活動内容＞ 

・Leaning Factoryフォローアップ向けの教育用カリキュラムを作成し、予定通り完了した。 

完成した教育用カリキュラムは、PIDI4.0の設置機器を中心に演習を主体に、作成した。

概要は、次のようである。 

① デジタルエンジニアリングを用いるための導入計画、 

② IT機器の設置方法、 

③ センサーや LCA（ローコストオートメーション）の操作説明 

④ シミュレーションの運用 

 

＜課題と対応＞ 

・事業終了時点で課題はないが、今後実施していくことで、変化に対応していく必要があ

る。 
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活動 3-2：Learning Factory 用フォローアップ指導者の教育 

＜活動内容＞ 

フォローアップ用指導者の教育講座については、演習が主体であるのでコロナ禍での渡航

が制限される中、実施が困難であったが、渡航が可能なタイミングを得て、現地指導とし

て実施した。今回は、PIDI4.0および STMIに納入した機器を対象にして、教育を実施し

た。今回の教育対象の指導者は、今後の指導者候補を選ぶ目的で、BPSDMIからの推薦に基

づき、決定した。 

・PIDI4.0 

  日時：2022年 5 月 20日(金)09:00-17:30 

場所：Pembangunan Pusat Inovasi Digital Industri 4.0（PIDI4.0） 

・STMI 

  日時：2022年 5 月 23日（月）09:00-17:30 

場所：Politeknik STMI Jakarta 

 

＜課題と対応＞ 

設備搬入時に行った操作説明では、事前に準備したマニュアルとオペレーション動画

で、導入計画、IT機器の設置方法を指導し、センサーや LCA（ローコストオートメーショ

ン）の操作説明では、各工程の概略とパーツ供給方法や段取り替え方法の説明を行い、そ

のあと実機で操作を行った。事前に実施したリモートで行ったこれらの説明では、なかな

か機械の理解や操作手順などが伝わり切れなかった部分を。現地へ渡航しての直接指導す

ることで設備担当者（TA）に設備の機構、構造を理解させ、動作順序や操作手順の指導を

行うことが出来た。また、作業者の動作を見て、効率の良い手順や安全な操作について、

実際に機械を操作しながらの説明を行うことで効率よく教育ができた。 

カリキュラムの前半の講義の際には、熱心な質問を数多く投げかけられ、それに回答す

ることにより、受講者の理解度を深めた。実機による演習教育で、各拠点での設備への理

解度が高まり、指導者としての教育が出来た。 

演習主体のカリキュラムであるので、十分な教育期間ではないが、とりあえずの指導が

出来るレベルになったので、今後も支援が必要である。 

 

 

活動 3-3：Learning Factory 修了者のフォローアップ教育の実施 

＜活動内容＞ 

Learning Factory修了者のフォローアップ教育は、演習を主体の教育であるのでコロナ

禍での渡航が制限される中では、実施が出来なかった。そこで、渡航が可能なタイミング

で、課題解決支援活動（成果４－３）と同時に現地指導として実施した。当初の目標の 10

社には達しなかったが、2社に行うことが出来た。 



 

32 
 

＜課題と対応＞ 

フォローアップ教育を通して、この教育は、座学中心の Learning Factory後のフォロ

ーアップであるとともに、事業化の起点となる可能性があることを実感した。フォローア

ップの対象となる受講者、企業に対してどのように事業対象に導くのかについて検討し、

そのスキーム設計を行なった。現在の PIDI4.0の教育の機能の他に、受講後の企業に対し

てデジタルエンジニアリング製造を支援する統括本部を置き、その配下に Customer 

Support, Customer Engineering, Customer Relations, IT Platform Serviceを設け、受

講者をサポートする体制を取る必要がある。本事業終了後は、この基本構想を提案し、体

制を構築する支援を行う。 

 

 

    図 LeMMI4.0 Support Center 構想 

 

■成果４に係る活動 

 

活動 4-1：Learning Factory 修了企業の課題解決支援のための教育カリキュラムの 

開発 

＜活動内容＞ 

Leaning Factoryフォローアップ向けの教育用カリキュラムをリモートで現地工場（プレ

ス工場や溶接工場）を視察するなどしての現地の状況を参考に作成し、予定通り完了した。 

 完成した教育用カリキュラムは、次のようである。 

① Learning Factory の講座を受講した基礎知識があるものの企業から課題となる工
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場あるいは工程を選定する。 

② 工程の工程系統図、基礎データを作成して、稼働上のボトルネックあるいは問題工

程を選定する。（データの準備と体制づくり） 

③ IoT 機器の設置を行い、稼働状況をモニターし、情報の蓄積を行う。（IoT 機器と

データ取り扱いの教育） 

④ 改善課題の分析を行い改善点と改善方向を提示する。（改善活動のための分析と改

善技術の教育） 

 

＜課題と対応＞ 

事業終了段階での課題はない。今後事例を重ねることで、詳細化していくことが必要であ

る。 

 

 

活動 4-2：Learning Factory 修了企業の課題解決支援のための指導者の育成 

＜活動内容＞ 

Learning Factory 修了企業の課題解決支援のための指導者の育成教育を実施した。コロ

ナ禍での渡航が制限される中、Politeknik Industri ATMI Cikarangを対象に、3月 20日

にリモート会議で予備的な調査を実施した。その後、渡航が可能なタイミングを得て、現地

指導として実施した。実施期間が限られている中、以下の企業に訪問して実施した。 

・Politek ATMI 

日時：2022年 5 月 18日（水）－ 2022年 5月 25日（水） 

場所：Politeknik Industri ATMI Cikarang、PT.ATMI Cikarng 

   参加者：Mr.Henri（Director）、Mr.Sanctos、Mr.Soni他 

 

＜課題と対応＞ 

IoT機器の設定方法やファームウェアの更新などは、On-lineでは、説明が難しく、指導

に苦慮していた。ようやく渡航制限も解除となり、インドネシアに渡航して、データ収集の

現状確認を行い、通信機器の環境変更テストや交換テストを行うことで原因究明を行うこ

とができた。また、IoT機器の設定方法やファームウェアの更新方法は、こちらがやって見

せて指導する方法が取れることで、容易に理解してもらえ、効率的な指導が行えた。 

これらの活動により、ATMI の指導者に課題解決方策を伝えることができ、有意義な活動

が行えた。 

 

活動 4-3：Learning Factory 修了企業の課題解決のための支援活動の実施 

＜活動内容＞ 

成果４は現地の企業での現場における個社向けの支援活動となる。コロナの渡航自粛期
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間が想定以上に長期にわたった結果、リモート指導と併用して実施したが、実施期間が限

られ、当初の目標 5社は達成できなかったが、2社に対して実施できた。以下の企業に訪

問して実施した。 

 

・PT. TRIMITRA 

  日時：2022年 5 月 24日（火）09:00-11:30 

場所：PT.TRIMITRA Chitrahasta 

  参加者：Mr.Alvin（Director）、Mr.Erwin 

・PT.ATMI 

  日時：2022年 5 月 18日（水）－ 2022年 5月 25日（水） 

場所：Politeknik Industri ATMI Cikarang、PT.ATMI Cikarng 

  参加者：Mr.Henri（Director）、Mr.Sanctos、Mr.Soni他 

また、成果 3でのフォローアップのスキーム設計を受けて、個社向けの支援体制をどのよう

に構築するのか、その検討を行った。このスキームは成果 3に係る活動で説明しているので

割愛する。 

＜課題と対応＞ 

PT.TRIMITRAに対しては、Learning Factory 修了企業のフォローアップとして、IoT機

器の説明を行い、ニーズや機器に対する意見、感想を調査し、貴重な意見をいただいた。 

PT.ATMIに関しては、渡航前から IoT機器を用いてデータ収集を行い、設備ロスデータ

を集積・分析することにより、カイゼン提案の検討を行い、リモート会議により企業に説

明することによりカイゼン提案の意図や実施内容を理解してもらい、課題解決を図ってい

た。 

IoT機器でのデータの信頼性があまり高くなかったことと、リモートでのコミュニケー

ションの難しさにより、カイゼン提案の検討が的確でなかった。 

コロナ禍による渡航制限が解除となり、インドネシアに渡航して、現場の状況を確認す

ることができたことにより、リモートや作業動画ではわからなかった詳細部分が確認で

き、的を射たカイゼンを提案できることとなった。また、カイゼン提案の説明に関しても

現物を見ながらの説明となることで、説明しやすく、理解しやすいコミュニケーションと

なり、効率的かつ効果的な活動となった。 

これらの活動を通して、４－１で提案した Learning Factory 修了企業の課題解決支援

のための教育カリキュラムの有効性を確認することが出来た。 

 

■インドネシア工業省での資格認定に係る成果について 

インドネシア工業省では、Making Indonesia 4.0 実現へ向けて、高度人材の育成ととも

に、資格認定制度の策定を進めている。 
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産業人関係の教育実施と資格認定に関する報告 

 

産業 4.0に関係ある労働大臣決定のインドネシア国家職業技能適性標準（SKKNI）は以下に

記載した二つがある。 

1. 産業変革 4.0 のマネージャー、エンジニア及びメンテナーの職位における、自動車、

トレーラー及びセミトレーラー産業の主なカテゴリーである加工産業カテゴリーの

インドネシア国家職業技能適性標準の決定に関する 2020年の労働大臣決定第 331号； 

2. Kaizen Man職位のリーン生産分野における、自動車、トレーラー及びセミトレーラー

産業の主なカテゴリーである加工産業カテゴリーのインドネシア国家職業技能適性

標準の決定に 関する 2021年の労働大臣決定第 26号。 

 

上記の二つの新 SKKNI 策定を受けて、新しい専門職資格認定機関（Lembaga Sertifikasi 

Profesi：LSPと省略、英語では Professional Certification Institution: PCI と省略）

を設置し、インドネシア資格認定機関（Badan Nasional Sertifikasi Profesi: BNSP と省

略、英語では National Professional Certification Board: NPCB と省略）からライセン

スを取得しなければいけない。 

 

BPSDMIの考えとしてはポリテクニク STMIジャカルタを上記の新 SKKNIに関する専門職資格

認定機関（LSP）の P1（1st party）として促進させたい、その理由は以下に記載する。 

• ポリテクニク STMI ジャカルタは既に 2014年から製造システム分野の SKKNI、ポリ

マー製品産業分野の SKKNI 及び企業資源計画分野の SKKNI に関する LSP P1 の資格

認証機関としてのステータスを取得している。ポリテクニク STMI ジャカルタの LSP 

P1は、技能適性標準の開発、技能適性試験の実行、技能適性認定書の発行及び技能

適性試験場の検証等のタスクを持つ。上記の新 SKKNI を認定化するために、ポリテ

クニク STMI ジャカルタに既にある LSP P1の範囲を展開すれば、新しい資格認証機

関を設立するより簡略可能である。新しい資格認証機関を設立するなら、かなりの

手間と時間がかかると言われている。 

• ポリテクニク STMIジャカルタは、日本のレクサー・リサーチが率いる日本チーム・

IAIPDと一緒に、上記の新 SKKNIの技能適性をカバーする LeMMI4.0のカリキュラム

の下で実際に ToT研修や大学生を対象にする研修を行った経験をもつ。 
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• ポリテクニク STMI ジャカルタにおいて、本事業を通じてインストールされ、

LeMMI4.0 カリキュラムの演習に使用するボトルキャップライン設備（LCA 機器）が

ある。従って、ポリテクニク STMIジャカルタを技能適性の第 1試験場として指定す

ることができる。今後、2台目のボトルキャップライン設備は PIDI4.0（イノベーシ

ョンセンター）に設置され、イノベーションセンターを技能適性の第 2 試験場とし

て指定することができる。 

 

ノート 

下記が示すように、インドネシアの資格認定に関わる具体的な手続き（受験者の募集と登録、

試験の実施と採点・評価、合格者名簿の作成等）は、インドネシア資格認定機関（BNSP ）

が自組織としてではなく、BNSP から認可を受けた LSP/PCI と呼ばれる専門職資格認定機関

により行われている。LSP/PCI には、1st party (P1)、2nd party (P2)、3rd party (P3)が

ある。これらの主な違いは、組織形態（設立母体）と資格認定対象にある。 

 

▪ LSP/PCI 1st party (P1) 

当該 LSP/PCI に所属する個人が資格認定対象である。LSP/PCI 1st party には、以

下の 2つの形態がある。 

a) 業界団体／組織：業界により設立され、自団体／組織に在職中の自団体／組織

の 職員を評価、認定する。 

b) 職業／専門学校：職業もしくは専門学校により設立され、自校在学中の自校の

生徒を評価、認定する。→ ポリテクニク STMI ジャカルタによって設立した

LSP/PCI 

▪ LSP/PCI 2nd party (P2) 

LSP/PCI 2nd party は、当該 LSP/PCI に所属する個人、もしくは、サプライヤー

supplier）等の関係者（stakeholder）を、資格認定の対象とする。 

▪ LSP/PCI 3rd party (P3) 

業界団体（industry association）・職業団体（professional association）によ

り設立され、管轄当局（competent authority）の支援を受けることが原則となる。

一般向けの資格認定を行う。 
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産業人の教育と新 SKKNIの認定化の流れ 

新 SKKNIの認定取得準備のため、産業人を対象にする研修はポリテクニク STMIジャカル

タに実施し、講義・演習を含んだ研修のカリキュラムは日本チームと IAIPD が構築した

LeMMI4.0をベースとして改良する内容と考えている。 

新 SKKNIの技能適性を認定化するために必要な技能適性試験問題は LeMMI4.0の内容を参考

にする問題を作り、技術適性試験の時にポリテクニク STMIジャカルタ又はイノベーション

センターに設置したボトルキャップライン設備を使って実施するという制度。試験に合格

すれば、ポリテクニク STMI ジャカルタにある LSP P1 は新 SKKNI に対する資格認定証を合

格した受験生に発行する。 

注意：LSP P1機関が発行した資格認定証の有効期間は 1年とする。延長したい場合、今度、

LSP P3機関を通して、技能適性試験を受けてやらなければいけない。 

 

産業人を対象にする研修の実施計画 

イノベーションセンターの建物の建設は 2021年 11月末に完工した。その後、4階にボト

ルキャップライン設備を設置した。機械の搬入、機械の設置・試運転及び教育のスタートに

関する日程を以下に記載する。 

 

2021年 10月 4日 ： ボトルキャップライン設備はジャカルタ港に到着 

2021年 10月 14日 ： 倉庫へ移動・廃材開梱処理 

2021年 11月 1日～5日 ： 設備搬入・復元 

2021年 11月 3日～5日 ： BPSDMI に任命された PIDI4.0 の 4－5 人のオペレーターへ

の操作教育 

2021年 11月第 4週目又は 12月第 1週目：産業人（工場）を対象にする教育スタート 

 

（３）導入済機材（別添：貸与物品リスト） 

・Low Cost Automation（LCA）機器 2台 

・タワー型サーバ 2台 

・Wifiルータ ４式 

・GD.findiサーバ 70ライセンス 

・講座用教材（治具等の消耗品） 一式 

 

詳細は別添貸与物品リスト参照。 
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６．事業実施国政府機関（カウンターパート機関）の情報 

（１）カウンターパート機関名 

インドネシア工業省（Ministry of Industry, Indonesia）の以下の総局 

BPSDMI(産業人材育成庁) 

 

（２）基本情報 

所轄省庁：インドネシア工業省 

事業内容：インドネシア製造業の行政側統括、政策実施 

体制：Making Indonesia 4.0を主導する主管官庁 

 

（３）カウンターパート機関の役割・負担事項（実績） 

BPSDMI：学生向けリーン生産講座（Teaching Factory）、在職者向けリーン生産講義(Learning 

Factory)の実施および講座実施にかかる支援を行う。また、本プロジェクトを通じて事業化

を進すすめる製品販売に関して、これを促進するための人材育成プログラムが有用なもの

であることを実証する活動を支援する。 

 

（４）事業後の機材の維持管理体制 

BPSDMI：本事業後も継続的に実施される学生向けリーン生産講座（Teaching Factory）、在

職者向けリーン生産講座（Learning Factory）で活用される。 

GD.findi MS生産シミュレーション・サーバのソフトウェアは現状のバージョンで十分対応

可能であり、メンテナンスは必要がない。バグ等の問題が発生すれば、無償でメンテナンス

を行う。 

 

７．ビジネス展開の見込みと根拠 

（１）ビジネス化可否の判断 

現時点でビジネス化は可能であると判断している。計画時の内容に対する変更はない。 

 

（２）ビジネス化可否の判断根拠 

ここまでの活動で所定の運用を遅滞なく進めることができているため。コロナ禍で渡航が

できない状況にもかかわらず、複数の企業のオンサイトでの研修やテストまで持ち込めた

こと、代理店候補の擁立に至り、現地での市場リーチ活動が始まること、また、現地の公的

機関との技術提携、連携も始まる予定で、事業化へ向かっての体制づくりが進んできたこと、

このような背景がある。 
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８．その他 

（１）環境社会配慮 （※） 

環境社会配慮カテゴリ B案件に該当しない。 

 

（２）ジェンダー配慮 （※） 

ジェンダー配慮について、本普及・実証・ビジネス化事業に予定する教員を研修するプロジ

ェクトの事業実施段階では、実施が想定される活動ごとに、以下のような項目に配慮して事

業を進める。 

 

＜ベースライン調査＞ 

男子生徒と女子生徒で学びの状況の違いに関して調査を実施する。 

 

＜新しい教授法の開発＞ 

女子生徒の学びの質が、男子生徒より低くないかと言う観点で調査を実施する。 

 

＜教員研修カリキュラム・教材の開発＞ 

教員は、ジェンダーについて正しく理解しているか、マニュアルや教材が男女の役割に対す

る固定観念や偏見を助長・容認してはいないか等の観点で調査を実施する。 

 

＜研修講師の選定＞ 

研修講師陣が男性に偏っていないかと言う観点でついて調査を実施する。 

 

＜教員研修の実施＞ 

研修への参加機会は教員の性別に関係なく平等に与えられているか、女性教員が研修に参

加しづらい状況はないかという観点で調査を実施する。 

 

＜授業のモニタリング・評価ツールの開発と実施＞ 

男子生徒と女子生徒への教員の指導のありかたに違いはないかの調査を実施する。 

 

＜教員養成カリキュラム、教科書・教材の開発・改訂＞ 

女子／男子のみ学習する、あるいはしない科目があるなど、カリキュラムに男女差はないか、

教科書・教材は男女の役割に対する固定観念や偏見を助長・容認していないかと言う観点で

調査を実施する。 

 

（３）貧困削減 （※） 

貧困削減に該当する項目はない。 
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１. BACKGROUND 

 

Indonesia's perception of its own industry level is that it is behind Singapore, Malaysia, and 

Thailand in Southeast Asia, with a low value-added industrial structure based on labor-

intensive work. In addition, there are not many human resources who can handle advanced 

digitalization in the current labor-intensive production environment. 

Although the current engineering level in Indonesia is not high, there are many human 

resources who can excel in digital technology if appropriate guidance methods are provided, 

and we aim to provide appropriate support by adapting our proposed product to this 

situation. 

The national policy "Making Indonesia 4.0" promoted by the Indonesian government lists 

five industries: automotive, electrical machinery, food, chemicals, and apparel, and basically 

these industries are expected to develop significantly in Indonesia in the future. Among 

them, the automotive/electrical industry could be the main target of this business. 

The automotive industry has been growing for three consecutive years in both sales and 

production, with 1,151,291 cars sold in Indonesia in 2018 (+6.6% YoY) and 1,343,714 cars 

produced (+10.4% YoY), according to the Indonesian Automotive Industry Association 

(GAIKINDO). In addition, the Indonesian government   

announced in August 2019 that it will enact a decree on the promotion of electric vehicles 

(EVs) and begin full-scale EV manufacturing in 2022. As a result, Indonesia's electronics 

industry is also expected to grow significantly. 

In addition, as a result of the local conformity check of the proposed products and 

technologies, it can be assumed that the food/chemical industry, not limited to the 

automotive sector, is the target of the business. 

 In order to respond to this situation, lean production, which is based on kaizen activities 

and eliminates waste step by step, which Japan is good at, and IOT-compatible LCA, which 

is easy to introduce, are suitable approaches. In Thailand, Lexar Research's human resource 

training that combined simulators and semi-automated production was highly effective, and 

this approach is basically suited to the current situation in Southeast Asia. On the other hand, 

we understand that Indonesia has different site characteristics and national characteristics 

from those of Thailand, and we expect to achieve the same effect by creating an educational 

program for Indonesia that corresponds to these characteristics. 
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2. OUTLINE OF THE PILOT SURVEY FOR DISSEMINATING SME’S TECHNOLOGIES 

 

(1) Purpose 

 

The superiority and usefulness of the GD.findi production engineering package and LCA 

equipment for lean manufacturing will be demonstrated in order to contribute to productivity 

improvement in the Indonesian manufacturing industry. In addition, a business plan will be 

formulated to promote the use of our products through the implementation of engineering 

training for local manufacturing personnel who will be responsible for the use of these 

products in cooperation with the Indonesian Ministry of Industry's Making Indonesia 4.0 

project. Specifically, in collaboration with the Indonesian Ministry of Industry, we will 

provide our products to the Learning Factory, which will train manufacturing personnel 

under the Making Indonesia 4.0 policy, and the Teaching Factory, which will provide 

education at the Polytechnic Center, and will implement "lean manufacturing" education. In 

addition to contributing to the development of human resources in Indonesia, we will 

provide a place to learn how to use our products and use it as a starting point for developing 

sales channels. 

 

On the other hand, the proposer will market GD.findi (Lexer Research), a digital engineering 

tool for lean manufacturing, and LCA equipment (Fuso Koki) compatible with IoT 

equipment. These products are effective technologies for lean production, but engineers need 

to acquire skills to realize lean production, and education for students at polytechnic centers 

and engineers in companies will be effective. For this reason, the project will train human 

resources with the Agency for Industrial Human Resource Development of the Indonesian 

Ministry of Industry as a counterpart, and through this, promote market development in the 

manufacturing industry. In addition to promoting license sales by appointing sales agents, an 

engineering support system will be established to support the introduction of the proposed 

product and help it take root in the market. 

In this case, a business division will be set up in the local company as a sales agent, and a 

system to promote local business will be established. 
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(2) Activities 

 

1)Learning Factory 

Implement a lean production course for students (Teaching Factory) to demonstrate its 

usefulness in developing needed human resources 

 

⚫ Development of curriculum for Teaching Factory for Polytechnic Center 

⚫ Establishment and maintenance of Teaching Factory facilities for polytechnic centers 

⚫ Training of instructors for the Teaching Factory at the polytechnic center 

⚫ Implement "lean manufacturing" training at polytechnic centers. 

 

 

2) Teaching Factory 

Implement a lean production course for incumbents (Learning Factory) to demonstrate its 

usefulness in developing needed human resources 

 

⚫ Development of educational curriculum for the Learning Factory 

⚫ Establishment and maintenance of Learing Factory educational facilities 

⚫ Training of local leaders at the Learing Factory 

⚫ Implement lean manufacturing education at the Learing Factory 

 

3）Follow up training 

Conduct follow-up with companies that have completed the Learning Factory 

 

⚫ Development of follow-up curriculum for the Learning Factory 

⚫ Training of local follow-up instructors for the Learning Factory 

⚫ Follow-up training for Learning Factory graduates 

⚫ Supporting the introduction of companies that have completed the Learning Factory 

 

4) On-site education 

Develop a business development plan through on-site education 

 

⚫ Development of introductory training for companies that have completed the Learning 

Factory 

⚫ Development of introduction leaders for companies that have completed the Learning 
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Factory 

⚫ Supporting the introduction of companies that have completed the Learning Factory 

 

(5) Information of Product/ Technology to be Provided 

Lexer Research is the only company in Japan that develops production system simulators, 

providing engineering technology to improve productivity for manufacturing and food and 

other industries, from assembly systems to process systems. Recently, it has been utilized as 

a "production system design" and "optimization system," which is attracting attention as a 

core technology in industry 4.0. Since this technology has the effect of innovating 

manufacturing and increasing market competitiveness, we are working to support not only 

domestic but also overseas business. 

 

(6) Counterpart Organization 

Ministry of Industry, Indonesia: 

Ministry of Industry is the lead agency for Making Indonesia 4.0, which is the administrative 

side of Indonesia's manufacturing industry and policy implementation. MOI is the competent 

ministry that promotes Making Indonesia 4.0 in Indonesia and is the agency that oversees the 

development of manufacturing human resources, so we collaborated with them as a 

counterpart. 

 

(7) Target Area and Beneficiaries 

The Indonesian government is promoting "Making Indonesia 4.0" to promote industrial 

innovation and is trying to apply new methods to industry, and there is great potential to 

effectively utilize Lexar Research's technology. The government is also trying to promote the 

education of technological human resources to respond to these issues, and there are business 

opportunities. This project was promoted with the expectation of the following effects. 

 

Apply our educational courses to human resource development courses related to Making 

Indonesia 4.0. 

⚫ While EU proposals for human resource development mainly focus on training for the 

introduction of equipment, Indonesia needs to strengthen its engineering capabilities 

through Japanese-style lean manufacturing training. 

⚫ For the time being, we will target the automotive manufacturing area, but we will also 

provide support for the areas targeted by Making Indonesia 4.0, such as electronics, 

chemicals, food, and textiles. 
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(8) Duration 

From June 2021 to December 2022 

 

(9) Progress Schedule 

See Appendix 1. 

 

(10) Manning Schedule 

See Appendix 2. 

 

(11) Implementation System 

1) GD.findi Production Engineering System 

⚫ GD.findi MS production simulation server 

⚫ OS Windows, 64GB Memory, 10TB HDD 

For SDMI (Indonesian Ministry of Industry and Industrial Human Resource 

Development Agency), PIDI 4.0 (Innovation center) 

 

2) LCA (Low Cost Automation) system 

⚫ Bottle cap line 

⚫ Smart Box (IoT device) 

⚫ Robot teaching material 

For SDMI (Indonesian Ministry of Industry and Industrial Human Resource Development 

Agency), PIDI 4.0 (Innovation center) 

 

     

 

Picture: GD.findi system       Picture: LCA System 

 

3. ACHIEVEMENT OF THE SURVEY 

 

(1) Outputs and Outcomes of the Survey 
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1) Learning Factory 

 

Two one-week educational courses for Teaching Factory instructors were held, 

producing about 24 training instructors. 

Equipment for the Teaching Factory (GD.findi, tower servers, LCA equipment) was 

installed. 

Courses for students: Two 2-week courses were held, producing 40 students. 

Through the implementation of the Teaching Factory course, it was confirmed that the 

automation and design technology related to Making Indonesia 4.0 could be supported, 

and the proposed product proved to be useful for the development of digital engineering 

and manufacturing personnel. 

From the viewpoint of human resource development education, the students were very 

interested and actively participated in the course, and their awareness of MI4.0 was 

higher in the second year, indicating that MI4.0 activities are steadily beginning to 

penetrate. 

The students worked very hard to complete the exercises, even if they had to extend the 

time. They were quite active in discussions, and I felt that good personnel were taking 

the course. 

In terms of support for TAs, I feel that the IAIPD and IJB Net, which support 

industrialists, have made this possible. On the other hand, the status of TA by potential 

STMI lecturers is not clear. The LeMMI 4.0 education is more practical and may not be 

familiar to STMI teachers who have less experience in this area. In some cases, TOT 

should be conducted on-site, with key personnel from IAIPD and IJB-Net traveling 

from Japan. 

STMI training does not include visits to Indonesian quality factories (lighthouses). In 

order to facilitate education, it will be necessary to consider the curriculum for such 

visits as well as the industrialist course. 

As for future issues, the initial plan was to conduct the course by field survey, but since 

the course was held remotely from Japan due to restrictions on local travel caused by 

the spread of the new coronavirus infection, it was difficult to assess the educational 

effects of the course. We will consider how to implement the course after the 

completion of this project. 
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Picture: Banner for training 

 

     

Pictures: Opening ceremony from minister and LEXER 

 

 

Picture: Opening ceremony on newspaper 
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Picture: Opening ceremony on newspaper 

 

2) Learning Factory 

 

Equipment for the Learning Factory (GD.findi, tower server, wifi router, LCA 

equipment) was installed. 

The basic knowledge of local education instructors and trainees was reviewed, and a 

curriculum policy was decided. 

Conducted Learning Factory in-service training courses three times (one week each), 

producing 60 graduates. 

From the viewpoint of human resource development education, the three training 

sessions were attended by participants from five major industries targeted by MI4.0. We 

were concerned about differences in understanding by industry, but we did not feel any 

particular differences in the online instruction situation. We may need to check this 

issue in the future and revise the content of the curriculum as necessary. 

It can be judged that the basic concept of strengthening manufacturing based on the lean 

production system was understood. 

The students took the class seriously, and we were able to proceed with the lecture in a 

good atmosphere. However, we have not been able to get a sense of the actual 

atmosphere. We will need to confirm this point in the future. 

Through the implementation of the Learning Factory course, it was confirmed that the 
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automation and design technology related to Making Indonesia 4.0 can be used for the 

education of incumbent workers, and it was demonstrated that the proposed product is 

useful for the development of digital engineering manufacturing personnel. 

As for future issues, the initial plan was to conduct the course through a field survey, 

but since the course was held remotely from Japan due to restrictions on local travel 

caused by the spread of the new coronavirus, it was difficult to assess the educational 

effects of the course. We will consider how to implement the course after the 

completion of this project. 

 

 

Picture: Banner for Learning Factory 

 

       

     

 

Picture: Interest and report of students 
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Pictures: education and practice 

 

 

3) Follow up training 

 

Despite the situation where local travel was not possible due to the spread of Type 2 

coronavirus infection, the implementation plan was reviewed and the remote lecture 

method was adopted to achieve the goal. 

This activity was a follow-up to the course and also served as a starting point for 

commercialization. We are designing a scheme for how to lead the participants and 

companies to become business targets. 

The course was implemented using a remote system and achieved its goal. Although there 

was no prospect for the travel plan, and although PIDI4/0 was completed as the 

implementation base on the C/P side, the management system for PIDI4.0 could not be 

fully foreseen, we took action in cooperation with the C/P. Although remote-centered 

methods were used for this project, on-site guidance was desired for follow-up. 

As for future issues, the initial plan was to conduct the follow-up through a field survey, 

but because of restrictions on local travel due to the spread of the new coronavirus, the 

follow-up was conducted remotely from Japan, making it difficult to assess the 

educational effects. We will consider how to follow up after the completion of this 

project. 

 

      

Pictures: education and practice 
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4) On-site education 

 

Although the situation did not allow for travel to the site, the implementation plan was 

reviewed and the activity schedule was pushed back. 

This activity is a support activity for individual companies. The follow-up scheme was 

designed and a support system for individual companies was implemented. Since on-site 

guidance was required here, a combination of remote and travel implementation was 

used. 

As for future issues, the initial plan was to conduct a field survey to provide support for 

addressing issues, but since travel to the site was restricted due to the spread of the new 

coronavirus infection, the training was conducted remotely from Japan, and it was 

difficult to determine the effectiveness of the training. We will consider how to provide 

guidance after the completion of this project. 

 

   

Pictures: on-site practice 

 

 

(2)  Self-reliant and Continual Activities to be Conducted by Counterpart Organization  

We had in-depth discussions with the Indonesian Ministry of Industry and other 

organizations involved in industrial human resource development, and gained a good 

understanding of the importance and effectiveness of our technology and the education 

method based on it. The Ministry of Industry agreed to apply our human resource 

development method and to continue to promote future activities using the engineering 

tools that support it. 

 

4. FUTURE PROSPECTS   

(1) Impact and Effect on the Concerned Development Issues through Business Development 

of the Product/ Technology in the Surveyed Country  
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Introduce automation technology (LCA, etc.) that is appropriate for local labor costs and 

speeds up the automation process itself, and introduce digital engineering tools 

(especially production system simulators) to improve labor productivity, while 

maintaining lean production as the foundation of activities, and train engineers who can 

put these technologies into practice. The education system to train engineers who can put 

these technologies into practice will be disseminated. This will also help the proponents, 

Lexar Research and Fuso Koki, to grow their business in the region, including sales of 

commercial products. 

 

The extremely high wage growth rate of 8.7% continues in Indonesian industry, 

especially in the manufacturing sector, and the wage level is approaching that of Thailand 

and other countries. As shown in the "Automation Status" section, automation is lagging 

behind, and the top priority for Japanese-affiliated managers is to respond to rising wages. 

In addition, considering the fact that price competitiveness is not necessarily superior in 

the ASEAN region, it is extremely important to implement measures to improve labor 

productivity by 10% or so, which is higher than the rate of wage increase. To achieve 

this, it is not enough to simply strengthen lean manufacturing initiatives, which are taking 

root in the region, particularly in the automotive industry, but to improve labor 

productivity through ODA that will be developed from this project. 

 

GD.findi (Lexar Research's production simulator), a digital engineering tool for lean 

production, and LCA equipment (Low Cost Automation, Fuso Koki) compatible with IoT 

equipment will be developed in the market. These products are effective technologies for 

lean production, but engineers need skills to realize lean production. For this reason, the 

company will develop human resources with the Indonesian Ministry of Industry as a 

counterpart and promote market development through this system. At the same time, we 

will appoint a sales agent and establish an engineering support system to support the 

introduction of the technology to the market, thereby establishing a firm foothold in the 

market. 

 

(2) Lessons Learned and Recommendation through the Survey 

1) Promote the concept of Lean production 

Since there are many human resources in Indonesia who excel in digital technology, the 

technology provided in this project is suitable for Indonesia if an appropriate instruction 
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method is provided. 

In addition, as a result of confirming the local suitability of the proposed products and 

technologies, it can be assumed that the food/chemical industry, not limited to the 

automotive sector, will be the target of the business. 

In this case, lean manufacturing, which is a step-by-step approach to eliminate waste 

based on kaizen activities, which is Japan's forte, and IOT-compatible LCA, which is 

easy to implement, are appropriate. There is a limit to the sophistication of the 

Indonesian industry by introducing automatic fire functions alone. Since Lexar 

Research has achieved great results in human resource education by combining 

simulators and semi-automated production, this approach is basically suitable for the 

current situation in Indonesia. In the future, it is expected that similar effects will be 

achieved by creating an educational program for Indonesia that corresponds to this 

approach. 

 

2) Faculty Preparation and Education 

One key point is the preparation and education of faculty and staff in Indonesia. In 

particular, a ToT is needed.                                  

Importantly, the instructors should be staff with experience in the field. Understanding 

manufacturing will accelerate the educational program. 

In addition, collaboration with SIers is needed to accelerate the maturation of the 

industry. 
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(1) Appendix 1 : Progress Schedule 
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Appendix 2 : Manning Schedule 
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